「建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準」新旧対照表
（下線部は改正部分）
	改　正　後
	改　正　前

	三　監督処分の基準

　１　基本的考え方
　（１）　略

（２）（１）以外の場合において、建設業法の規定（第19条の３、第19

条の４及び第24条の３から第24条の５までを除き、入札契約適正化

法第15条第１項の規定により読み替えて適用される第24条の７第
１項、第２項及び第４項を含む。）、入札契約適正化法第15条第２
項若しくは第３項の規定、又は住宅瑕疵担保履行法第３条第６項、
第４条第１項、第７条第２項、第８条第１項若しくは第２項若しく
は第１０条の規定に違反する行為を行ったとき
（３）　略
四　無許可業者に対する監督処分の基準

１　契約締結の過程に関する法令違反

（１）刑法違反（詐欺罪）

①  代表権のある役員（建設業を営む者が個人である場合においては、その者。以下同じ。）が懲役１年以上の刑に処せられ、かつ、情状が重い場合は、最高１年間の営業停止処分を行うこととする。

②  その他の場合においては、原則として30日以上の営業停止を行うこととする。

この場合において、代表権のある役員が刑に処せられたときは90日以上、代表権のない役員又は政令で定める使用人が刑に処せられたときは60日以上を原則として、営業停止処分を行うこととする。

（２）特定商取引に関する法律違反

①　役員又は政令で定める使用人が懲役刑に処せられた場合は７日以上、それ以外の場合で役職員が刑に処せられたときは３日以上を原則として、営業停止処分を行うこととする。

②　特定商取引に関する法律第７条（訪問販売）、第14条（通信販売）、第22条（電話勧誘販売）、第38条（連鎖販売取引）、第46条（特定継続的役務提供）又は第56条（業務提供誘引販売取引）に規定する指示処分を受けた場合は、原則として指示処分を行うこととする。

また、同法第８条第１項（訪問販売）、第15条第１項（通信販売）、第23条第１項（電話勧誘販売）、第39条第１項（連鎖販売取引）、第47条第１項（特定継続的役務提供）又は第57条第１項（業務提供誘引販売取引）に規定する業務等の停止命令を受けた場合は、原則として３日以上の営業停止処分を行うこととする。

２　軽微ではない工事を無許可で請け負った場合

建設業法第３条第１項及び建設業法施行令第１条の２第１項の規定に違反し、無許可で工事一件の請負代金の額が500万円以上（建築一式工事にあっては、請負代金の額が1,500万円以上又は延べ面積が150平方メートル以上の木造住宅工事）を請け負った場合については、原則として３日以上の営業停止処分を行うこととする。

なお、同条第２項により同一の建設業を営む者が工事の完成を二以上の契約に分割して請け負った場合については、各契約の請負代金の額の合計額をもって判断することとする。

３　粗雑工事等

　    施工段階での手抜きや粗雑工事を行ったことにより、工事目的物に重大な瑕疵が生じたときは、３日以上の営業停止処分を行うこととする。

五　その他

略
六  施行期日等

①　この基準は、平成15年４月１日から施行する。

　　この基準は、平成18年１月19日から施行する。

　　この基準は、平成20年５月９日から施行する。

　　この基準は、平成21年11月16日から施行する。

　　この基準は、平成24年11月27日から施行する。
　　この基準は、平成31年４月１日から施行する。

②  この基準は、その施行後に不正行為等が行われたものから適用する。

	三　監督処分の基準

　１　基本的考え方
　（１）　略

（２）（１）以外の場合において、建設業法の規定（第19条の３、第19

条の４及び第24条の３から第24条の５までを除き、入札契約適正化

法第13条第３項の規定により読み替えて適用される第24条の７第

４項を含む。）、入札契約適正化法第13条第１項若しくは第２項の

規定、又は住宅瑕疵担保履行法第３条第６項、第４条第１項、第７

条第２項、第８条第１項若しくは第２項若しくは第１０条の規定に

違反する行為を行ったとき
（３）　略
新設
四　その他

略
五  施行期日等

①　この基準は、平成15年４月１日から施行する。

　　この基準は、平成18年１月19日から施行する。

　　この基準は、平成20年５月９日から施行する。

　　この基準は、平成21年11月16日から施行する。

　　この基準は、平成24年11月27日から施行する。
②  この基準は、その施行後に不正行為等が行われたものから適用する。



